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(1)把握された性別・年齢別人口
｢不詳」「分類不能」該当者（以上本誌141号）(2)
(3) 調査結果の他の統計調査との対比 (以下本号）
4．むすびにかえて
3．調査結果の精度の検討
(3)調査結果の他の統計調査との対比
~不詳」｜分類不能」以外の部分の偏りつぎに２００５年国勢調査結果における
の傾向を検討しよう。
表3-3においてみたよ’
また実施周期が短いほど，
一般に調杏客体数の規模が小さい統計調査ほど，)に！
実地調査を管理する部門の職員 と調査員の経験・訓
練度などの水準が高いので， 調査結果の精度も高いと考えられる。 そこで本節
では国勢調査と同一時期または接近した時期に実施された労働力調査 (２００５
年９月末週実施） および2005年国民生活基礎調査 (６月実施）の結果を主な比
較対象として国勢調査の結果に含まれている偏りの傾向を検討する。
ここで調査結果の比較の前提として労働力調査・国民生活基礎調査の実地調
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査の特徴についてみておこう。
労働力調査は，2005年国勢調査（｢施設世帯」以外の「￣股世帯」の客体数
は約4906万世帯）と同一の調査範囲を対象（客体数は約４万世帯）として毎
月実施されており，
査を担当している。
都道府県の統計主管課と経験豊富な少数の調査員が実地調
抽出された調査区からは２年間同じ月 に調査世帯が抽出ざ
:「基礎調査票」（全抽出された世帯は２か月連続で調査される〔 調査票はれ，
調査世帯に使用）と「特定調査票」（2年Ｈの調査区の２か月月の世帯にだけ
使用）
収入
査票」
の２種類が使用されているが， 世帯側の抵抗感が特に強いと考えられる
教育程度に関連する項目は全体の４分の１の 世帯に使用される「特定調
だけにしか含まれていない20)〔 このような調査方法は実地調査が規定通
り遂行されるためには有利な点といえる。
国民生活基礎調査は1986年以降毎年６～７月に実施されているので， 実地
民生相当部門21）と調査員の経験．調査を担当する都道府県の保健, 訓練度な
この調査どの水準は， 国勢調査と労働力調査の中間に相当すると考えられる（
調査項目数が小規模な年次のもの221の2005年分は，調査客体数 であった。
その約１小規模調査の年次には６月上旬に ｢世帯票」による調査が実施され，
菖施される。このうち国勢調査と共通の調査
よる調査は，調査員による聞き取り方式に
か月後に「所得票」による調査が実施される。
項目が含まれている「世帯票｣23)に は，
よって2005年６月２日現在で実施された。 対象世帯自身が調査票を記入する
方式の国勢調査と比べて回収不能や無回答の発生率は低いと考えられる。 回収
された「Ｈｆ帯票」が集
世帯全休（56125世帯）
計可能であった世帯（44999世帯）が調査客体であった
に占める比率は８０２％であったz４１。 また．国民生活基
礎調査は調査時期が国勢調査・労働力調査よ りも約４か月早いほか調査対象の
範囲が両調査と比べてやや狭いが， 除外されている対象は施設などの居住者の
－部（後述）であり，
他方，国勢調査は、
区町村の統計主管課
を担当している。
今般の世帯の範囲は３調査とも共通である。
国勢調査はすでにみたように５年周期で実施され、 業務に不慣れな市
とその都度任命さ れた調査員が膨大な対象世帯の実地調査
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なお，労働力調査の結果（月次分）・
の結果の推定誤差は，表1-2に示したよ
どの大きさではない。
･国民生活基礎調査（小規模調査の年次）
うに以下の比較において制約になるほ
世帯を客体とする調査の実施において少人数の世帯の場合が特に困難であっ
そこで少人数の世帯に関する調査結果の状況をみたと指摘されることが多い。
各調査による世帯人数別に把握された世帯数を比較してみよう。 表るために，
3-14（表‘(表の番号は山田（2007）から連番）は，国勢調査・労働力調査．国民生
活基礎調査が把握した施設などの居住者の一部を除く一般の世帯を 肚帯人数別
折。自衛隊に示したものである。ただし，施設など（寮・寄宿舎・病院・療養所㈱
｢施設等の世帯」（約の居住者は国勢調査の結果では営舎・矯止施設を含む）
10万世帯，約231万人）として別に分類されており，労働力調査の結果では
｢寮・寄宿舎の学国民生活基礎調査の結果では｢１人世帯」に含まれており，
生・生徒」だけが含まれてｖ｜ いる。
国勢調査・労働力調査の順に多く世帯数は国民生活基礎調査.把握された総
(約200万世帯，約250万国民生活基礎調査と他の２調査の差なっているが，
世帯）が特に
万世帯）は比Ｉ
総世帯数についての国勢調査と労働力調査の並 (約５０大きい。
1人世帯と２人世帯は労働力調査の方が多く把握は比較的小さいが，
表３－１４世帯人員別世帯数
(単位万世帯）
世帯人員鰭,｜製｜襲讓）
総数４９０６４９５８４７０４
１人１４４６１４９９１１５８
２人１３０２１３１２ １３２６
３人９２０８９９ ９２７
４人７７１７８０ ７５０
５人２８５２８３ ３２５
６人１２１１２３ ２１９
７人以-口６２６２
Ｉ
1３
〈□乳
７
２
1)｢施設世帯｣を除く。
2)2005年９月末週実施の結果｡「1人世帯｣には寮・
寄宿舎･下宿屋等の居住者を含む。
3)施設居住者を除く｡｢6人｣は｢6人以上｣の世帯数。
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3人の世帯では国勢調査が多 〈把握しており．４人以上では両者のしており，
差は小さい。国民生活基礎調査は両調査と比べて１人世帯と４ 人世帯が少なく，
5人以上の世帯が多い。「住居・生計を共にする」)」という世帯の範囲について
対象世帯による「世帯の範囲」の規定には３調査の間で特に相違はないので！
に関する解釈の相違が， 対象世帯に対する調査票の配布 回収に関する調査員
による業務遂行状況の相違とと もに各調査による把握数に影響を与えた可能性
がある。
また． 世帯員の範囲についての世帯側の解釈 (同一住宅内の居住者が生計を
共にしているとみなすか． 最近世帯を離れた学生・単身赴任者・入院者などを
含めるか)が調査の規定との間で相違が生じているのではないかと考えられる。
そこで。 この点を国勢調査と他の調査の間で結果を比較しておく必要がある。
表3-15は，
であるｎＥ
世帯の家族類型を労働力調査. 国民生活基礎調査を対比したもの
。国勢調査の結果は，他の調査と比
多くカウントし，「夫婦のみの世帯」「そ０
世帯」が少ない結果となっている。なお，
べて「片親と子供から成る世帯」を
Ｄ世帯」「その他の親族世帯」「夫婦と親から成る
国民生活基礎調査では他の調査の
表３－１５家族類型別２人以上の世帯数の対比
(単位:万人）
国勢調査｜労働力調査'〕｜国民生活基礎調査2）家族類型
親族世帯総数3） 3434 3453
夫婦のみの世帯 964 1０３ 1０３０点□
夫婦と子供から成る世帯 1４６５ 1４４ ２ 1４６１
片親と子供から成る世帯4）
夫婦,子供と親から成る世帯
4１１ ２3１ 297
3００ 3０１
夫婦と親から成る世帯 9８ 1１ ４
その他の親族世帯 1９５ 2４ ９
非親族世帯 27 1９
1)2005年９月末週実施分。
2)2005年６月実施分｡国民生活基礎調査のここに示した以外の区分は､他の2調査と完全に
は対応していない。
3)区分は､その親族の中で原則として最も若い世代の夫婦とその他の親族世帯員との関係
によるもの。
4)労働力調査の分類による｡国勢調査の計数は｢男親と子供から成る世帯｣｢女親と子供か
ら成る世帯｣の合計。国民生活基礎調査の分類は｢ひとり親と未婚の子のみの世帯｣。
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片親と子供から成る世帯」を「子供」をさらに「未婚の子」と限定している
ので。差が大きくなっていると考えられる。
表3-16では世帯主の性別・年齢別に核家族世帯 単独微帯・三世代また！
(二世代世帯についての集計は労働力調世帯について３調査の結果を対比した
経験・訓練度が高くない調査員による自計式とい査では提供されていない)。
国勢調査では世帯員の範囲をどこまう実地調査の方式が採用されているので，
で含めるか，枇帯員の中で誰を世帯主25)とするかは，世帯側の判断をそのま
ま反映しているのではないかと考えられる（
表３１６世帯主の年齢別・世帯類型別世帯数
(単位万世帯）
核家族世帯単独世帯三世代世帯
世帯主の年齢露辮：灘露割襲鰯蕊霊灘
男２５２６２５４７２５６２７６６７３２５４９３７６４１２
２５歳未満１７１５１２１２９１２７７３００
２５～２９歳９５１０３８４１０２８５５９２１
３０～３４２１４２１７１９０８９７３５２７７
３５～３９２３３２４４２１６６８５８４４１４１５
４０～４４２２９２４２２２５５６４７３７２７２５
４５～４９２１６２２８２２３５０４５３９４２４６
５０～５４２４９２４７２６３５９５９４６５６６３
５５～５９３１０３０９３１９６５５８５３６２６８
６０～６４２８１２７７３０４４４４５４０４２４６
６５～６９２４６２４３２６６３４３７３４３６４２
７０～７４２０４２０３２１８２８３３２６３５３９
７５歳以上２３０２１９２３５４４６５４１５３６０
526２５４７２５６２
１７１５１２
５１０３８４
1２９１２７
１０２８５
7３
5９
5２214２１７１９０
２３３２４４２１６
8 ７３
６８５ 4４
5６４７ 3７229２４ ２２５
２１６２２８２２３
２４９２４７２６３
３１０３ ９３１
3９5０４５
4６
５３
5９
6５５８
281２７７３０４ 4 ５ 4０
246２４３２６６ 3４ ７ 3４
2 ３３
４４６５
2６204２０３２１８
２３０２１９２３５ 4１
女
２５歳未満
２５～29歳
３０～３４
３５～３９
679７６７６１０
８９９７７２
4８４６314２４４２２５
0 ０３２２
９７７
２１１９１５
２９２６２０
３４２７２１
6０４９ 3０ ０ ０
１4６３４
３２２４
２４２０
2７
２
３2０
１
２
1４４０～４４
４５～４９
５０～５４
５５～５９
６０～６４
⑨■｜・3６３０２３ 2２２０ 1８ ４
色已．3７３１２７ 3０２９
４６４５
４
３
４
２
２
４
５
６
５
６ △■3９２８２６
２８２３２３
５
５
６
７5０５２
Ａ０ｌ5８６３2３１５１９;蕊'1；１Ｍ;|ｉｉ，iii 〈●7６1９１２１６ 7０８３ 1６８１１１１１０
1)労働力調査では｢単身世帯｣。２)住み込み･寄宿舎等に居住する単独世帯を含む。
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｢所得（年金，仕送り等を含む)」が
の項目の前に設けられているので，
国民生活基礎調査の調査票にはまた，
Ⅱ世帯主’最も多い世帯員を尋ねる項Ｈが
｢個人が稼得する所得額」 を特に意識した可｢世帯主」を選択する基準として
能性はある。
表3-16によれば．国勢調査の 核家族世帯の女性世帯主および高国勢 結果では，
ﾄ数が他の調査より多若年男'性の単独世帯においてカウン年齢男性世帯主
つまり，他の調査では他の類型に分類され他の区分では逆になっている（〈，
ている世帯の一部が国勢調査では女性世帯主の核家族世帯・高年齢男性世帯主
の核家族fH帯・若年男性の単独世帯と して把握されている可能性がある｡ 表3‐
他の調査と比べて国勢調査では世帯側１５に現れた傾向と合わせて考えると，
が最高齢の世帯員を世帯主として回答した傾liUが他の調査よ リ強いのではない
力､と考えられる。
つぎに国勢調査による「配偶関係」 凶研の調査結果を労働力調査による結果と
まず2005年９月末週について労働力調査の結果も利用で男女別に比較する。
(表3-17)。年齢層別の人口総数では，きる女性の調査結果について検討する
下回っている。労働国勢調査の結果が労働力調査による結果を２０代において
国民生活基礎調査の結果における年齢層別人口総数には2000年国勢力調査．
調査の結果にその後の出生・死亡・入出国数を加減した「推計人口」が用いら
れている（国民生活基礎調査では「日本人人口」の年齢層別人口総数の推計値
3調査の結果における年齢層別人口総数の間の相違は，が用いられているん
主に「１人世帯」に;Ｉ 2005年国勢調査による把握状況人世帯」に対する2000年国勢調査と
の相違から生じていると考えられる。この片この点は，表3-1における「推計人口」
と2000年国勢調査の結果の比較の際にすでに指摘した。
の把握数は，「総数」
｢総数」での相違と（
の把握が労働力調査を下回っ国勢調査による｜未婚」
違とほぼ対応する大きさの相違とな
国勢調査の把握数がかなり多くなっている
ている２０代前半において
っている。逆に３０代前半では，
｢配偶関係」項目の回答
|査票の回収後に｜代入」
これは表3-9に関連して指摘した(差は１２万人）が、
｢未婚」を調査票が国勢調査において得られなかった場合に
－４２－
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第１次・第２次基本集計結果 からみた2005年国勢調査結果の精度の概況(２ 完）（山田）
した結果ではないかと考えられる。 ｢有配偶」 では20代後半以降のすべての年
齢層において国勢調査の結果が労働力調査を下回っている。 ｢不詳」の発生数
国勢調査では30代後半以降の各年齢層において労働力調査と比べて格段'よ
に多い。 労働力調査と比べて国勢調査における対象世帯からの調査票の回収数
が少なかったことおよび回収された調査票に無記入が多かった結果ではないか
と考えられる。
また， 国民生活基礎調査は両調査と比べて， 20代～３０代において「未婚」
i把握している。このうち前者が少なく，中年層１
については「未婚」
中年層以上において「有配偶」を多く把握している。
が多い２０代～３０代の施設居住世帯の一部が対象外となっ
ていることが作Ⅱ]しているためではないかと考えられる。 なお，労働力調査に
よれば2005年５月 と９月の間の女性有配偶人口の相違は27万人にブ且ぎないの
国民生活基礎調査との調査時期の相違は、で， 両調査との比較において大きな
制約とはならない。
つぎに，男性の「配偶関係」につい
１月分以降しか公表されていないので。
労働力調査の集計結果が2006年ては，
2005年国勢調査の結果と2006年１月
分労働力調査およ
(表3-18)。2005年
ぴ2005年６月実施の国民生活基礎調査の結果を比較する
05年９月～2006年１ 月の間の女性の有配偶人口の増加は． 労働
力調査によれば14万人にすぎない27)ので， 男性の有配偶人口の増加もほぼ同
程度の小幅なものと考えられる28)。 4か月の相違は両調査の結果したがって．
の比較において大きな制約とはならないとみてよいだろう。 表3-18によれば，
[有配偶」
他の「未
だけ（二おいて国勢調査の結果が労働力調査の結果を下回っており‘
｜ 婚」「雛・死別」「不詳」
査の結果を上回っている。年齢Z
の３つの区分では同勢調査の結果が労働力調
年齢別に見ても， 若年層を除く各年齢層において全
体と同様の結果となっている〔 概ね中高年層の「有配偶者」の把握漏れ・無回
答を示唆する表3-17に関連して指摘した女性についての調査結果と同様の傾
向といえる。
国民生活基礎調査の結果は， 女性有配偶者の把握数とほぼ同様の特徴 (他の
刑の調査と比べて若年層における 未婚」の下回り，中年層における「有配偶」
－４４－
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の糖度の概況(２．完）（山田）慨第１次, ナメ、 オミ
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第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況 (２.完）（山田）
上回り）がみられる。
さて大半の有配偶者の場合， 配偶者は別居していても国内に居住しているの
国内全域を対象地域とする統計調杳による男女別の把握数は１１－となるはで，
ずである。そこで最近実施された国勢調査・労働力調査・国民生活基礎調査の
調査結果における同一時点の男女別の ｢有配偶」数を比較すると。各調査とも
大部分の時点において男性の方が女性より も多い結果となっている。これは，
実地調査による把握の難易度が２人以上の一般世帯に属している場合とそれ以
外では異なるために男女では異なることから生じたと考えられる。 国勢調査の
結果から順に男女の「有配偶」 数の大小関係を少し立ち入ってみてみよう。
最近の国勢調査における性別 |有配偶」数を比較すると, 1995年には約11
2005年調査には万人． 2000年には約１３万人男性が女性を上回っていたが，
男性が約６２万人下回ったｴ９１。最近増加している外国人労働者の 1有配偶」数
-ると．１９９０への影響もみておく必要があるので， ｢日本人」に限定して比較すると，
年以前の各調査では女性が上回っていた30)が， 1995年以降は男性がやや上回
る傾向が続いている（差は1995年には約３９万人，2000年には約７．７万人，
2005年調査では約4.5万人であった)。 この差は，「有配偶」総数と比べれば
0.1％程度の小さなものといえる。
国人の国勢調査における「国籍」の
しかし，2005年調査の「有配偶」
なり大きい。世帯員が「２人以上の
また， 配偶者が海外に居住する日系人 ･外
申告の正確性の問題もある。
数を世帯の類型別にみると， 男女差は力。
’ 一般世帯」
回っているのに対して，「１人の一般壯帯」オ
では女`性が男性を約499万人上
〒」および「施設世帯」に属する「有
男女の差は「1人の一般世帯」では約配偶」 数は男性が女性を上回っている。
36.9万人，「施設世帯」では約６８万人であった31)。
労働力調査による男性の「有配偶」把握数は，上述のように2006年１月分
以降しか公表されていないが 2007年１２月までの調査結果について男性と女
性の「有配偶’数
月上回っており3２１１
を比較すると， 2006年２月を除いて男性の把握数の方が毎
両者の差が２％近くに達している月もある33)。
また， 2005年国勢調査の約４か月前の2005年６月に実施された国民生活基
－４６－
国勢調査結果の精度の柵bIL(２．第１次．第２次基本集計結果からみた20054 完）（山田）
Ⅱ配偶者あり 」でも男性（33854；
このような「有配偶’
礎調査の結果における (3385.4万人）が女性（3369.0
~上回っている34)。 数における男性の女を１６４万ノ万人）
国民生活基礎調査では調査開始の1986年調査以降性別性に対する上回りは，
有配偶者数の集計が利用できる年次には毎lplみられる35)36)。
3調査の調査対象地域外である海外居住者についての |配偶関係」のなお，
居住者総数における男女差は非常に小さい37)。データは利用できなし $が，
1人世帯・施設世帯などに現在以上の考察から３調査のいずれにおいても，
は属している有配偶男性の一部が送り出した世帯においても力 フントきれてい
るのではないかと考えられるｃ
就業関係の各項目について国勢調査と労働力調査が把握した結果をつぎに，
比較してみよう。
表3-19は，国勢調査による 労働力状態」口の2005年９月末週の１５歳以上人
別の結果を労働力調査と対比したものである (国民生活基礎調査の結果も付記
異なるので厳密な比較は困難で１口|答肢の表現・対象期間なと藤がかなりしたが，
ある)。 調査票の回答肢の表現には労働力調査との間で多少の相違があるが，
｢仕事回答に影響を与える可能性がある実質的な相違は労働力調査の調査票の
(＝非労働力人口） を細分するために設けられているを少しもしなかった人
｢その他｜の回答肢に が付記されている点だけである38)。｢高齢者など」
(各男女ともに１５歳以上人口全体における差はわずか表3-19によれば，
すなわち，国勢調査の把大幅に相違している区分もあるに０３％）であるが，
男性の「主に仕事 (差は172万人)」握数が労働力調査よ りも少ない匹分は，
(同156万人)」および女性の「主に仕事（同113万人)」「その他（同｢その他（同156万人)」おより
61万人)」である。この結果は， 就業者の比率が高い都市部における若中年層の
1人世帯などの相対的に低い把握率を反映しているのではないかと考えられる。
逆に国勢調査による把握数が労働力調査による把握数を上回っている区分は
ｉ家事などのほか仕事 (差は３６万人)」｜家事（同29万人)」および男
」「家事（同50万人)」である。さらに，「労働
女性の
性の「|完全失業者（同８７万人)」
では国勢調査における発生数が男女ともに労働力調査の５０倍以力状態不詳一
1７
第１次・第２次基本集計結果からみた 2005年国勢調資結果の精度の概況 (２.完）（山田）
表３－１９労働力状態の対比
(単位:万人〕
男性’'１女性
霧|鞠|鬮蕃!'霧|鞠'1霧霧
15歳以上人ロ 5309 誰脚ｒ 519 ５ 5668 5687 5644
労働力人ロ 3829 2711雛XIC： 2７８８
就業者 3574 3766 2577 2６７１
従業者3） 3574 3７１３ 370 ４ 2533 2６２１ 2744
主に仕事 3409 3５８１ 355 ４ 1６８７ [８００ 1８２２
家事などのほか仕事4） 5４ 5８ 雁、 ５ 795 759 829
通学のかたわらに仕事5） 副61 5１7４ ４ B］ 6３ 4６
休業者6） 5４ 5２ ３ 。＆■’ 4４ 5０ 4７
完全失業者7） 255 1６８ 1３４ 1１７
非労働力人口 1２５７ 1３８９ 1４４ ３ 2844 2897 2874
家事8） 9３ 4３ 月 ５ 1６７９ 1６５０ 1９４７
通学9） 367 394 3７ ０１ 326 347 333
その他'0） 796 952 1００ 593Ｂ● 839 900
労働力状態不詳 223 ４ ４ ９ 1１３ ２ 2６
1)2005年９月末週実施の労働力調査結果。
2)2005年６月実施の国民生活基礎調査の結果。
3)国民生活基礎調査では｢仕事あり｣｡５月中に所得を伴う仕事をしていたことをいう。
4)国民生活基礎調査では｢主に家事｣。
5)国民牛渭基礎調査では｢主に通学｣。
6)国民生活基礎調査では｢仕事あり｣のうち｢主にその他｣。
7)国民牛活基礎調査には対応する項目なし。
8)国民生活基礎調査では｢家事(専業)｣。
9)国民生活基礎調査では｢通学のみ｣。
10)国民生活基礎調査では｢仕事なし｣のうち｢その他｣。
上となっている。
このうち労働力調査の把握数の方が多い若年層男女の｢通学のかたわら仕事」
｢通学」については， 不在・非協力のために国勢調査による把握から脱落した
労働力状態の項目が「不詳」り． なった１人世帯の若年層の一部が労働力調し
査によって把握されているためであろう。
－４８－
第２次基本集計結果からみた2005年'二|勢調査結果の精度の概況（２．第１次.
また，
完）（山、）
国民生活基礎調査の結果と国勢調査 労働力調査を比較すると，１５
｢王に仕事」の把握数は男性歳以上総数では両調査の結果を「回っているが，
女性では両調査を上回っている。 ｢家事なとでは|可調査の巾間の水）隼であり，
のほか仕事」［家事」でも向調査を大幅に上回っている。国民生活基礎調査は
対象期間が1カ月なので，その影響も考えられるが，大きな相違といえる。
国勢調査による年齢別就業者鐵数の把握数を労働力調査と対比し表3-20は，
たものである
査のそれを，
(表3-17.表
把握された年齢別人口総数において同勢調査の結果が労働力調
男性では約１５万人，女性では約１９万人それぞれ下回っている
両調査の就業者総数に関する結果は大半の年齢･ 3-18参照） ので，
すなわち．国勢調査の層において人口総数における関係と同様になっている。
結果が労働力調査の結果を男性では５０代後半までの各年齢層において， 女性
では６０代前半までの各年齢層において大幅に下回っておl〕 （差は男性では合
;以上の年齢層（差
堕は合計約９万人）
逆に男性の６０代以上の年女性では合計約100〃人)，計約210万人，
は合計約１６刀人） および女性の６０代後半以上の年齢層
では小幅ながら国勢調査の結果が上回っている．
表３－２０年齢別就業者数の対比
(単位:万人）
女性男性
労働力国民生活労働力国民牛活
年齢国勢調査調査'）基礎調査2）国勢調査調査'）基礎調査2）
15歳以上総数３５７４３７６６３７０４２５７７２６７１２７４４
労働カ
ニ、－１１
働力
二面－１）
| 生活
5３4９ ■０ ３ 4６ ４ ７ 5２１５～１９
２０～２４ 223 2２１
３３４
2２１ 2４
２９
２２３３
２２５８
４２７４
２２５８
０２８９
９３０O
Ｂ３２７
７３２８
５１９２
2４９
3４０ 3８ ３ 270２５～２旧
4２３
３８６
4５ ７ 405
378
370
2７７
２５５
９
６
８
２
２
２
３０～３４
4１３５～３９
４０～４４
いけ
３６［。 3８ ２ 2６８
348
390
439
275
６
０
５
３
４
４
７
５
８
3７６ 2７２
２９２
３００
１７２
2７４５～４９
4２１ 2９
３０
１７
５０～５４
５５～５９
６０～６４
６５歳以上
474
299鰯｜；;ｉｌｌｌｉ2７ 1９５１１２３２3３８
1)2005年９月末週実施の労働力調査の結果。
2)国民生活基礎調査では｢仕事あり｣｡５月中に所得を伴う仕事をしていたことをいう
１９
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調杏結果の精度の概況（２.完） (山田）第１次.
また．「，国民牛活基礎調査（何年６月上旬実施）の「仕事あり｜の該当者数を
国勢調査・労働力調杏の「就業者｜数と比較すると，男性では20代～３０代の
各年齢層にお いて両調査を下回り． 中高年層では上回っている。女性では２０
代 ３０代前半において両調査を下向1〕 中高年層では上回っている なお，
労働〃調査による
万人増，女性では
l就業者」 数の５月分と９月分を比較する と、男性では２０
二は１７万人減と大きな相違はない
つぎに就業する事業所の「産業」をみてみよう⑤ 表3-21は，｜産業｜別就業
就業者総数と同様に国勢調昔数の結果を労働力調杏と対比したものである洲。
査の結果が労働ﾉ｣調査の結果をほと んどの産業において下回っている 的約
較
は
と
１
－
Ｉ
'(こきな差が，男性では「製造業」
８万人)，「サービス業（他に氏
(国勢調査の労働力調香に対する下回
68万人)，｜ 分類されないもの)」（|ＴＩ４１万人)，女性では
｢製造業’（同３１万人）においてみられる。また，「産業｜の項目の記入が空白
ないし不完全であった「分類不能の産業」は，
在の約２倍発生している｡
男女とも国勢調査では労働力調
2005年国勢調査の特徴をみるために， 両調査の2000年の結果4U』を比較する
回勢調査の下回り幅が大きい灰分は，男性では「製造業」（差は６９万
．「建設業」（同３５万人)，女性では「製造業」（同３６万人）であった。
年調脊では男性の「建設業」の差が16万人へと縮小し、逆に「サービス
し
人）
2005
業」 の差は2000年の１０万人から拡大しているが 女性の｜製造業」の差は上
述のように多少縮小している。
つぎに就業者の「従業上の地位］をみてみよう。表3-22は．]２は，｜従業上の地位」
調査票に設けられた選別就業者数の結果を労働力調査と対比したものである「
択肢が両調査の間で多少異なる4１１ が、回答にほ とんど影響しない程度の相違
である
｢職業」
｢不詳’
この項目は設けられている回答肢の中から選択する方式で、 ｢産業’
に文字を記入する必要がないので．項Ⅱのよう 表３－５に水したように
| 詳」は非常に少ない。ここでも就業者総数において国勢調査の結果が労働
力調査を下回っているので，同様の傾向を示す区分が多い。実数の差が最も大
きい「一般常雇」における両調査の相違（国勢調査のＴｌ且１１〕は男性では153万
5０
第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況 (２．宗）（山田）
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第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２． 完）（山田）第１次
主に若年層に対する把握の差421を反映したもので人，女性では47万人）は，
あろう。両調査の間の差專率では，「地位不詳」を除いて男女とも「役員」にお
いて最も高い（労働力調査よりも
が上回っている区分は男性では
他力，労働力調査それぞれ約１６％少ない)。
自営業主」（差は合計28万人)，女性では
｢家族従業者」（差は13万人）であるが，
営業関係者の多くは自宅で就業しており，
在的な顧客でもあるので，国勢調査では］
たと考えられる。
両者の差は大きなものではない。 目
そのため近隣居住の国勢調査員は潜
国勢調査では把握漏れ ･非協力などが生じに<かつ
つぎに｜週間就業時間」 別就業者数の結果を検討する。 この項目の２０００年
の両調査の結果の間の差が大きかった区分は， 主に都市部に所在する業種の事
では「非農林業雇用者」に限定業所を就業先とする雇用者であったので。 ここ
『週間就業時間」 別就業者数の結果を労働力調査 (表3-23）と対比する。
回答にはそれほど影響
して
なお､ 両調査の何答方式には若干の相違がある431 が，
を与えない程度のものと考えられる。
「非農林業雇川者一
性では約５％・女性
、総数において国勢調査の結果が労働力調査の結果を男
では約３％下回っているので． ここでも国勢調査の結果が
労働力調査の結果を下回っている区分が多い（ 特に男性では１５％前後の大き
な相違が’１０～１４時間｣，
おいて生じている。これは，
'３０～３９時間」および「60時間以上」の各区分に
在宅時間が限られているために調査員による接触
が難しい１人世帯の学生や長時間就業者の把握が困難であったこ とを反映して
いるのではないかと考えられる。 農林業の全就業者について |就業時間」なお，
の調査結果を国勢調査と労働力調査の間で比較すると。 両調査の差が大きい特
定の区分は見当たらない。
就業者個人の仕事の内容である最後に，
２４は，「J１
|職業」の結果をみてみよう。表3－
l職業Ｉ 別就業者数の結果を労働力調査と対比したものである。 ここで
I±2007年１２月に公表された全数集計の結果を掲げた44)。 国勢調杏による把握
打・技術的職業従事
務従事者｜などの都
数が労働力調査による把握数をト回っているのは，「専門的・技術［
者」「生産工程・労務作業者」「サービス職業従事者」「事務従事者一
5２－
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況第１次． 慨 (２.完）（山田）
（誤托一冊Ⅲ，く限起輔朏坤垣刑）
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第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２ ｡完)（山田）
市部居住者・芳年層に多い職業’
程．労務作業者」「事務従事者」
2005年調査ではこれらに「専門的
芳年層に多い職業の従事者である。 「生産工
ていたが．
2000年調査でも
の把握数は労働力調査を下何つ
技術的職業従事者」「サービス職業従事者一
が加わった。
また．「分難
都市吉Kの若中年層の把握漏れなどを反1暁したも０)と考えられふ
も約２倍発生し， 類不能の職業」
ている。
は国勢調査では労働力調査の男女とも;
注（注の番号は山田（2007）から連番）
20）｜基礎調査票」の調査項ロのうち同勢調査と共通ではないものは「勤務先企業
などの従業員規模（選択式)」「(該当者のみ）探している仕事の種類」「(同）
仕事を探し始めた理由」「(同）転職等の希望の有無」である。
21）「世帯票」を使用する実地調査は保健所が担当し，「所得票」などの調査票を
使用する実地調査は福祉事務所が担当している。
人規模調査は３年周期で実施され， １，規模調査はそれ以外の年次に実施されて２２）
いる。
国勢調査と共通でない調査項目は‘ ｢医療保険の加入状況」「暢病の状況」「年２３）
金の受給・加入状》]｡」である
1990年代中頃までは９０％前後の水準で推移していたが その後は継続的な低２４）
｢傾向にある
調査員による聞き取り方式による国民生活基礎調査でも「|{t帯主とは，年齢や２５）
所得にかかわらず，世帯の中心となって物事をとりはかる者として世帯側から
申告された者をいう」と規定されている。
26）両調査の調査票の「配偶関係」の選択肢には次のような相違がある。 すなわち，
国勢調査労働力調査の調査票では「死 ･離別’ と統合されているのに対して，
の調査票では「死別」「離別」 と分割されている。
3319万人から３３３３万人へ１４〃人増加した。27ノ
28） 2006年１月～５月の「有配偶」数も，男性は１万人増． 女性は１０万人増と小
幅であった。
1950年～1990年の各調査では1965年調査を除いて女性が男性を上回っていた２９）
(1965年調査における男性の上回りは約４．１万人)。
30）1985年では約３．４万人，
た。
1990年調査では約３２万人女性が男性を上回ってい
地域的には大都市圏では有配偶男性が有配偶女性を上回り，その他の地域では
有配偶女性が右配偶男性を上回る傾向が認められる。男性有配偶者が女性有配
月１）
5６－
2005年国勢調査結果の精度の概況 (２.完）（山田）第１次・第２次基本集計結果からみた
1995年調査では４７都道府県中２２都府県．偶者キト向ったのは， １８大都市
(2007年時点の政令指定都市および東京都区部） 中１２１丁､ 2000年調査では２３
2005年調査では１５都道県， ８１丁であった。この時期の職業都道府県，１１市，
他地域居住者が大都市所在都道府県へ就職することが多い紹介統計によれば，
配偶者を旧居住地に残して大都市の一時的な住居に住む有配偶男性が多ので．
<なっているのではないかと考えられる
多い月は，２００６年２月（差この期間において有配偶女性の方が有配偶男性より３２）
Iま２万人）だけである。
(６０万入）2007年３月には両者の差は１８％ に達している。
(予定）を世帯員の条件としている
33）
34） 他の２調査の規定では３ヶ月間の継続居住
｢単身赴任．国民生活基礎調査の規定には居住期間による限定はなく単にが，
収監中のものは調査対象から除外」 とされている。
単独世帯における「有配偶（別居)」数は大規模調査年についてだけ利用でき
るが，毎|」男性が女性を大幅に上回っている。結果が利用できる最新の年次で
ある2004年調査では男性５６．５万人，女性１４．９万人であった。厚生労働省
３５）
(2006）
国民生活基礎調査の結果においても地域別の有配偶男性の数が有配偶女性の数３６）
それ以外の地域では下回るという関係は， 国勢調を大都市圏において１K回り，
1992年調査と1995年調査を除査とほぼ同様のものが1986年の調査開始以来
有配偶男性の数が有配偶女性の数を上回っているのは，いて毎回認められる。
1998年調査では４７都道府県中２３都道府県（同数が６県）と１３大都市中７市
(同数が１市）であり，2001年調査では22都道府県（同数が１１県）と１３大都
市中７市（同数が２市）であり，2004年調査では３５都道府県（同数が５県）
と１４大都市中９市（同数が３市）であった。
国勢調査と同時点に実施された外務省「海外在留邦人数調査」によれば，海外37）
りも女性（約５２．２万人）在住の長期滞在者の中では男性 (約４９．０万人）よ ﾜ）
方が多い。外務省
38）表3-18によれば，
(２００６】
る国勢調査の把握状況は若・ 中年層と比くれ高年齢層に対寸
ぱ問題が少ないので，調査票の表記の相違による影響は小さいと考えられる。
本文で指摘した点のほか，国勢調査の調査票の「家事などのほか仕事」に相当
する選択肢が労働力調査では「家事などのかたわらに仕事」に，国勢調査の調
査票の「主に仕事」に相当する選択肢が労働力調査では「おもに仕事」となっ
ている。
｢産業」項目に関する集計結果は2007年１２月現在大分類ま39）2005年国勢調査の
でしか公表されていない。
2000年国勢調査の結果は全数集計による。40）
－５７
第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況 (２．完）（山田）
41）調査票の選択肢には次のような相違がある。国勢調査では「日雇」の選択肢が
設けられていない（｢日雇」は「臨時雇」に含まれると注記きれている）のに
対して，労働力調査では「臨時雇」とは別に「日雇」の選択肢が設けられてい
る。また，国勢調査の「家族従業者|，「家庭内の賃仕事（内職)」に相当する
労働力調査の選択肢の表記はそれぞれ「自家営業の手伝い」「内職」となって
いる。
両調査による３０代前半までの就業者の把握数の差は， 男性において約107万人，４２）
女性において約６１万人となっている⑪
両者とも調査票に設けられた欄に「就業時間」の数字を記入する方式である。
国勢調査では「３０分以上は切り上げ，３０分未満は切り捨て」と，労働力調査
では「副業・内職・臨時の仕事などをした時間もすべて含めてください｣，「休
業」は「o」と記入と注記されている。労働力調査の調査票には調査期間にお
けるｌ日毎の就業時間を記入するための「おぼえ書き欄」（時分の実数を記入）
４３）
'6設けられている。
44）2005年国勢調査の ｢職業」項目に関する集計結果は2007年１２月現在大分類ま
でしか公表されていない。
4.むすびにかえて
以上の考察から2005年国勢調査の結果の精度には、 多くの点において前回
。また，１１－分野を対以前の調査と比べて大きな問題が生じているといえよう。
象とする統計調査の結果の間でも かなり大きな相違が生じていることが明らか
2005年国勢調査結果の利用に際しては以前の調査よになった。 りもさまざま
な点に注意を払うことが必要であるといえよう。
すでにみたように， 2005年国勢調査の実地調査ではき まざまなトラブルが
発生した。 そのため次回2010年国勢調査の実地調査の方法が。 総務省統計局
によって設けられた研究会'］ において現在検討されている。 その中で検討され
ている調査票の調査員によ る訪問回収から世帯による郵送への変更が実施きれ
た場合の回収状況と調査結果への影響につし 』て何らかの示唆を得ておくことは
必要なことと考えられる。 そこで2005年国勢調査を受けた世帯の意識の状況
と郵送回収法への変更が最近行われた各種の調査における回収状況を． 本稿の
－５８－
第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２ `完）（山田）
最後にみておこう。
表4-1は，2005年国勢調査の約２ｹ
論調査（全国の有権者対象，面接お
別居住地域別の回答傾向をみると，
月後に読売新聞社によって実施された世
面接法，回収率59.9％）の結果である。年齢
ると．年齢が若いほど地域の都市色が濃いほ
に共感する比率が高いといえる。この質問｢国勢調査への協力を断る人々」ど
り扱いに関する５つの質問翅'の後に設けられていたことの影響が個人情報の取
今後世帯側での世代の交代が進めば，則 の世代の交代が進めば，従来の方
とを示唆しているといえよう3)。また，
をみせているので．都市的な地域社会
も考慮しなければならないが，
式による実地調査がさらに困難になる
る傾向 みせているので，大都市圏への人口移動は再び高ま
の居住人口は今後さらに増加することが予想される。
調査票の回収方法が留置法から郵送回収方式への変更が最近行われつぎに，
表4-1「国勢調査に応じない人が増えたこと」に対する意見
間)｢国勢調査に応じない人が増えたこと｣についてはどうですか。（単位:％）
（１）どこかおかし(2)別におかし(3)答えない
いと思ういと思わない
6.133.9全国
年齢
２０歳代
３０歳代
４０歳代
５０歳代
６０歳代
７０歳以上
地域'）
大都市
中核都市
中都市
小都市
町村
6００
5.5
53
代
代
代
代
代
45.1
46.5
36.8
353
49.5
48.2
56.8
58.9
67.4
729
6.4
5.8
６３26.3
20.3 ６９
5３37.9
324
33.6
36.5
27.9
5６．７
6.16１．５
１
４
４
７
５
６
59.3
58.1
65.8
i)大都市は東京23区と政令指定都市｡中核都市は人口30万人以上
の市。中都市は人口10万人以上の市。
,調査曰＝2005年12月10,11日
･対象者＝全国の有権者3000人(250地点､層化2段無作為抽出法）
･実施方法＝個別訪問面接聴取法
･有効回収数＝1797人(回収率59.9％）
上記のデータのうち紙面に掲載された全国に関する結果以外は、
読売新聞社世論調査部に提供を受けた。
読売新聞社(2005）
－５９－
完）（山田）第２次基本集計結果からみた2005年同勢調査結果の糖度の概況（２．第１次．
(表4-2)。旧方式において採た各種の調査における回収率の変化をみてみよう
回収はいずれも調査員が行う方式で用されていた配布方式は同一ではないが，
ほとんどの調査において回収方式の変更後に回収率が大幅に低下してあった。
いる4)。
体・訓］
調査自体の知名度・調査主これらの調査における回収率の変動には．
．調査内容5)．返送先6)などの相違に基づく
感・不安感の強弱・調査客体の属性（(lhl人か！
対象者の調査協力に対する義務
(仙人か世帯か）などの点も作用している
した調査では一定水準以上の何収率の確保と考えられるが，郵送回収法を採用
ことは否めないのではないだろうか。が困難である
この点を． 2007年７月に実施された2010年国勢調査の第１次試`験調査の結
果を利用してさらに検討してみよう。この調査は．全国のさまざまな地域属性
調査員による回収を併用する方式で実の448調査区を対象に郵送による回収
当初設定された期限までに調査票を郵送提出しなかった施された。表４３は，
る訪問など）矧など）活動後の提
して８割弱という水
頁目7）などが変更さ
ﾌﾞプ（調査員によ世帯に対して実施されたフォローア
総回収率は対象世帯全体に対出分を含めた回収率である。
調査項目7』実際の２０１０年国勢調査では，準にとどまっている。
調査結2005年以前の調査と比べて回収率の低下れるものと予想されるが，
果の精度の低下などが生じる可能性が高いと考えられる。
本稿の大部分の考察は，2005年国勢調査結果の全国的な状況の概括的な分
析にとどまっている。また，「産業」「職業」項目の集計表は「大分類」までの
ものしか利用できないなどの制約もあった8)。早い機会に大都市とその周辺地
らに立ち入った分析に取り組みたい域の集計結果などについてさ
6０
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調杏結果の精度の概況（２。完第１次， 山、）
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表4-3第一次試験調査の回収状況
(単位:％）
世帯数|,蕊蟻鱗）
対象世帯総数23748 100.0
回収総数'）18392 ７７．４
当初回収分15100 ６３．６
フオローアップ回収分３２６１１３．７
吃Qm
18392
分 1５１００
1)回収時期不詳分を含む。
出所総務省統計局国勢統計課(2007）
注
１）
２）
平成22年国勢調査の企画に関する検討会 (２００７）
Q241-個人情報保護法の解釈や運用をめぐる事例に対する是非」
Ｓｌ「学校が児童．生徒の緊急連絡網を廃止したこと」
Ｓ２「中学生が一人暮らしの年寄りに暑中見舞いを出すための名簿を教育委員会
が出さなくなったことⅡ
８３「地方自治体が災害時に助けが必要な一人暮らしの年寄りや障害者の情報を
出さなくなったこと’
Ｓ４「医療機関が事件や事故のけが人の容体や容疑者の入院の有無について警察
の問い合わせに応じなくなったこと」
Ｓ５「中央官庁や自治体が懲戒処分の職員名や天下り先を公表しなくなったこ
と」
世論調査に対する意識を尋ねた調査ではあるが，ＮＨＫ「世論調査に関する世論
調査」（2007年４月実施，１６歳以上対象）の結果でも，若い層ほど警戒心が強
３）
いという傾向は読売調査と概ね共通である。 関根（2007）
総務省統計局が民間の調査機関に実地調査を委託して実施している家計消費状4）
況調査（郵送と訪問回収法を併用）
められる。統計調査の民間開放.
においても回収率の長期的な低下傾向が認
．市場化テストに関する研究会（2007）また，
股に訪問回収法よりも郵送回収法の万が回収率は低い。
表4-2の大部分の調査の内容は，国勢調査とは異なり，意5） 識・意見を問うもの
である。
調査票を返送する宛先が民間の委託先か地方自治体自体かという点も回収率に6）
作用すると考えられる。
第１次試験調査の結果では
｢勤め先・業主などの名称」
｢勤め先・業主などの名称」
｢産業」「職業」項目が「分類不能」であった比率は．7）
を記入する形式の「調査票甲」でも４～５％に達し
を具体的に記入しない形式の「調査票乙」では６～
－６２－
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２．第１次。 完）（山田）
7％に達している。国勢統計課
第３次基本集計結果は，「職業」
(2007）
項目の全国集計だけを利用した、8）
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